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（目的）  
第１ この要綱は、区市町村が行うとうきょうママパパ応援事業に対し、その経費の一部を予算の

範囲内で補助することにより、事業の円滑な推進を図ることを目的とする。  
 
（交付の対象） 

第２ この補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、「とうきょうママパパ応

援事業実施要綱」（平成２７年５月２７日付２６福保子家第１６２８号）に基づいて区市町村が行

う事業とする。 

 

（交付額の算定方法） 

第３ この補助金の交付額は、次により算出された額とする。ただし、算出された額に   １，０

００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

（１）別表の第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額

並びに国及び都からの交付金及び補助金の受入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選

定する。 

ただし、出産・子育て応援交付金事業（伴走型相談支援）については、別表の第２欄に定め

 



る基準額と第３欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額と、総事業費から寄

付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。  
（２）（１）により選定された額にそれぞれ第４欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額とする。 

    

（交付の条件） 

第４ この補助金の交付に当たっては、別記補助条件を付して行うものとする。 

 

（交付申請） 

第５ この補助金の交付申請は、別に定める期日までに、別記第１号様式に関係書類を添えて、東京

都知事（以下「知事」という。）に提出して行うものとする。 

 

（交付決定及び通知） 

第６ 知事は、区市町村から提出された交付申請書の内容を審査し、適当と認める場合は、第４の条

件を付して補助金の交付を決定し、通知する。 

 

（変更申請） 

第７ この補助金の交付決定後の事情等により、申請内容を変更して追加交付申請等を行う場合は、

第５に定める申請手続に従い、別に定める期日までに行うものとする。 

 

（概算払） 

第８ 知事は、この補助金について必要があると認める場合においては、予算の範囲内において、概

算払をすることができる。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年５月２７日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

 

   附 則  （平成２８年８月４日付２８福保子家第３３８号） 

この要綱は、平成２８年８月４日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

 

附 則  （平成２９年８月１０日付２９福保子家第６３６号） 

この要綱は、平成２９年８月１０日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

 

附 則  （平成３０年９月４日付３０福保子家第７５１号） 

この要綱は、平成３０年９月４日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

 

   附 則  （令和元年７月３０日付３１福保子家第６６９号） 

この要綱は、決定の日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

 

   附 則  （令和２年８月２５日付２福保子家第８００号） 

この要綱は、決定の日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

 

   附 則  （令和３年７月２６日付３福保子家第６４２号） 

この要綱は、決定の日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 



 

   附 則  （令和４年７月１１日付４福保子家第７３１号） 

この要綱は、決定の日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

 

附 則  （令和５年２月２２日４福保子家第２３９８号） 

この要綱は、決定の日から施行し、令和５年１月１日から適用する。 

 

附 則  （令和５年７月３１日５福祉子家第９５号） 

この要綱は、決定の日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

 

附 則  （令和５年１２月１２日５福祉子家第１０７１号） 

この要綱は、決定の日から施行し、令和５年１０月１日から適用する。 

 

附 則  （令和６年８月２０日６福祉子家第１１３６号） 

この要綱は、決定の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 



別 記  

 

補助条件 

 

１ 実施状況報告 

  区市町村長は、知事から補助事業の遂行に関して報告を求められたときは、速やかに報告しな

ければならない。 

 

２ 承認事項 

  区市町村長は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ知事の承認を受けなければ

ならない。ただし、ア及びイに掲げる事項のうち軽微なものについては、この限りではない。 

 ア 補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

 イ 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

 ウ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

 

３ 実績報告 

区市町村長は、補助対象事業が完了したとき、補助事業が予定の期間内に完了しないまま補助

金の交付の決定に係る会計年度が終了したとき、又は補助事業の廃止の承認を受けたときは、当

該交付決定に係る事業の実績について別記第２号様式により、別に定める日までに知事に報告す

るものとする。 

 

４ 補助金の額の確定 

  知事は３に掲げる実績報告書の審査及び必要に応じて行う現地調査により、補助対象事業の成

果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を

確定し、区市町村長に通知する。 

 

５ 是正のための措置 

知事は、１による実施状況報告及び３による実績報告の審査の結果、この補助条件に適合しな

いと認めたときは、当該対象補助事業につき、これに適合させるための措置をとることがある。 

 

６ 交付決定の取消し 

知事は、区市町村長が次のいずれかに該当した場合は、交付決定の全部又は一部を取り消すこ

とができる。なお、この規定は、４により交付すべき補助金の額を確定した後においても適用す

る。 

ア 偽りその他の不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

イ 補助金を補助対象事業以外の用途に使用したとき。 

ウ その他補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件又は法令の規定等に違反したとき。 

 

７ 補助金の返還 

 ア 知事は、補助金の交付決定を取り消した場合において、補助対象事業の当該取消しに係る部

分に関し、既に補助金が交付されているときは、別に定める期限内にその返還を区市町村長に

命ずる。 

 イ 区市町村長は、４の規定により交付すべき補助金の額が確定した場合において、既にその金

額を超える補助金が交付されているときは、その超過額を知事へ速やかに返還しなければなら

ない。  

 

８ 違約加算金 

区市町村長は、６に掲げる事由により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消され、補助金



を返還することとなったときは、その返還に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応

じて、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納付額を

控除した額）につき年 10.95 パーセントの割合で計算した違約加算金（100 円未満の場合を除く。）

を納付しなければならない。 

 

９ 延滞金 

ア 区市町村長は、７のアの規定に基づき補助金を返還することとなった場合において、これを

納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じて、その未

納額につき年 10.95 パーセントの割合で計算した延滞金（100 円未満の場合を除く。）を納付し

なければならない。 

 イ 区市町村長は、７のイの規定に基づき補助金を返還することとなった場合において、知事が

納期限を定めて支払を催促したにもかかわらず、これを納期日までに納付しなかったときは、

アの規定を準用する。 

 

10 事情変更による届出 

区市町村長は、補助金の交付の決定を受けた後に、事情の変更を生じた場合は、速やかにその

旨を知事に届け出て、その指示を受けるものとする。 

 

11 他の補助金等の一時停止等 

知事は、区市町村長が補助金の返還を命ぜられたにもかかわらず、当該補助金、違約加算金又

は延滞金の全部又は一部を納付しない場合においては、他の同種の事務又は事業について交付す

べき補助金等があるときは、相当の限度のおいてその交付を一時停止し、又は当該補助金等と未

納付額とを相殺するものとする。 

 

12 財産処分の制限 

区市町村長は、補助事業により取得し、又は効用を増加した価格が単価 50 万円以上の財産を、

この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとす

るときは、あらかじめ知事の承認を得なければならない。ただし、「補助事業等により取得し、又

は効用の増加した財産の処分制限期間」（平成 20 年 7 月 11 日厚生労働省告示第 384 号）に定め

る期間を経過したものについては、この限りでない。 

 

13 財産処分による収入の納付 

12 の規定による知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、知事

は、区市町村長に対し、その収入の全部又は一部を都に納付させることがある。 

 

14 財産の管理義務 

区市町村長は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後にお

いても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならな

い。 

 

15 関係書類の保管 

区市町村長は、この補助金の交付に係る予算と決算の関係を明らかにした書類を当該会計年度

終了後５年間保管しなければならない。 

 

16 仕入控除税額の報告 

  間接補助事業者から補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部

の納付があった場合には、別記第３号様式により速やかに知事に報告しなければならない。 

  なお、知事に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又



は一部を返還させることがある。 

 

17 雑則 

  補助金の交付に関しては、この要綱に定めるもののほか、東京都補助金等交付規則（昭和３７

年東京都規則第１４１号）に定めるところによるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 

１  区分  ２  基準額  ３  対象経費  ４  補助率  
１ 

必

須

事

業 

 

 

(1) 

育児パッケージ

の配布 

１件当たり 10,000 円 事業の実施に必

要な経費 

10／10 

(2) 

利用者支援事業

(こども家庭セ

ンター型） 

＊注２ 

ア 母子保健機能（従来の子育て世代包

括支援センター） 

①保健師等専門職員及び困難事例等を対

応する職員を専任により配置する場合  
１か所当たり 2,388,500 円  

②保健師等専門職員及び困難事例等を対

応する職員を兼任により配置する場合 

１か所当たり 1,165,600 円 

③保健師等専門職員を専任、困難事例等

を対応する職員を兼任により配置する

場合 

１か所当たり 1,972,300 円 

 ④保健師等専門職員を兼任、困難事例等

を対応する職員を専任により配置する

場合 

１か所当たり 1,581,800 円 

 ⑤保健師等専門職員のみを専任により配

置する場合 

１か所当たり 1,556,100 円 

⑥保健師等専門職員のみを兼任により配

置する場合 

１か所当たり   749,500 円 

※平成 27 年度事業において、１か所に複

数の専任職員を配置して事業を実施し、

かつ、引き続き同様の事業形態を維持し

ている区市町村は、①から⑥までの基準

額によらず、以下の基準額を適用するこ

とができるものとする。 

(ⅰ) 保健師等専門職員を２名配置す

る場合 

１区市町村当たり 2,498,000 円 

(ⅱ) 保健師等専門職員を３名以上配

置する場合 

１区市町村当たり 3,563,600 円 

 

⑦多言語対応加算 

   １か所当たり 134,100 円 

 ⑧特別支援対応加算  
   １か所当たり 133,300 円  
※アの「１か所当たり」とは、こども家庭

センターのうち「母子保健機能」に関す

る業務内容及び人員配置等の基準を満

事業の実施に必

要な経費 

＊注１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１／２ 



たす施設・場所１か所当たりとする。 

 

（経過措置） 

こども家庭センターの要件を満たし

ていない施設であって、こども家庭セン

ターの「母子保健機能」に関する業務内

容及び人員配置等の基準を満たす施設・

場所を設置している場合にはアに掲げ

る基準額を適用する。 

 

イ 開設準備経費（改修費等） 

こども家庭センター型 

１か所当たり  1,279,600 円 

※ただし、令和６年度に支払われたものに

限る。また、「1 か所当たり」とは、こど

も家庭センター１か所当たりとする。 

 

(3) 

実施体制の整備 

 

算定単位数に 6,300,000 円を乗じて得た額 

  

算定単位数は、当該自治体において本事

業に従事する専門職の人数から事業実施

拠点の数を控除した数とする。（（２）アに

おいて、①から⑥までの基準額を適用しな

い場合の算定単位数は、当該自治体におい

て本事業に従事する専門職の人数から３

を控除した数とする。） 

ただし、算定単位数は、事業実施拠点の

数に２を乗じて得た数を上限とする。 

 また、事業実施拠点の数は７を上限とす

る。                   ＊注３ 

 

事業実施にかか

る次の経費 

報酬、給料、賃

金、報償費、職員

手当等、共済費、

旅費、委託料  

＊注１ 

＊注４ 

 

 

 

10／10 

２ 

任

意

事

業 

2－1 

出産・子育て応

援 交 付 金 事 業

（伴走型相談支

援） 

こども家庭センターの母子保健機能に係

る窓口（従前の子育て世代包括支援センタ

ー） １か所当たり 9,495,000 円 

 

※こども家庭センターを設置していない

区市町村は、従前の子育て世代包括支

援センター １か所当たり9,495,000円 

※こども家庭センターを設置しておらず、

かつ、従前の子育て世代包括支援センタ

ーを設置していない自治体は、１自治体

当たり 9,495,000 円 

※出産・子育て応援給付金は、別途定める

東京都出産・子育て応援事業実施要綱及

び補助要綱による。 

伴走型相談支援

を行うために必

要な超過勤務手

当、給料及び超

過勤務以外の諸

手当、報酬、職

員、旅費、需用

費、備品購入

費、役務費、使

用料及賃借料、

共済費、報償

費、委託費、負

担金 

 

１／４ 

 

ただし、都

が 実 施 す

る 広 域 連

携 事 業 及

び バ ー ス

デ ー サ ポ

ー ト の 家

事・育児パ

ッ ケ ー ジ

配 布 を 実

施 す る 場

合 は １ ／

２ 



2－2 

産前・産後サポ

ート事業 

＊注５ 

 

 

（１）相談支援等 

１区市町村当たり、次の表の人口区分当

たりの単価×実施月数とする。 

（２）出産や子育てに悩む父親に対する支

援 

① 運営費及び研修費 

77,400 円×実施月数 

② ピアサポート事業 

29,500 円×実施月数 

人口区分（人） 単価

（円） 

２万人未満 

２万人以上５万人未満 

５万人以上 10 万人未満 

10 万人以上 30 万人未満 

30 万人以上 70 万人未満 

70 万人以上 150 万人未満 

150 万人以上 

85,450 

132,350 

252,650 

515,950 

668,500 

998,200 

1,379,250 

事業の実施に必

要な経費 

＊注１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１／２ 

 2-3 

産後ケア事業 

＊注５ 

（１）デイサービス・アウトリーチ型 

１か所あたり 863,850 円×実施月数 

※ただし、各事業者における上記の１か所

あたりの月額基準額は、以下により算出

した額とする。 

ア 各事業者における対象経費の実支

出額(平均月額)を 1,727,700 円で除し

て得た数値（小数点第２位を切り上

げ）を算出する(ただし、当該数値が１

を超える場合は１とする。)。 

イ 863,850 円にアにより算出した数値

を乗じて得た額を月額基準額とする。 

（２）ショートステイ型 

１か所あたり 1,259,800 円×実施月数 

※ただし、各事業者における上記の１か所

あたりの月額基準額は、以下により算出

した額とする。 

ア 各事業者における対象経費の実支

出額(平均月額)を 2,519,600 円で除し

て得た数値（小数点第２位を切り上

げ）を算出する(ただし、当該数値が１

を超える場合は１とする。)。 

イ 1,259,800 円にアにより算出した数

値を乗じて得た額を月額基準額とす

る。 

（３）24 時間 365 日受入体制整備加算 

１か所あたり年額 1,403,450 円 

（４）住民税非課税世帯等に対する利用料

減免加算 
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１回（泊）あたり 2,500 円 

（５）（４）以外の世帯に対する利用料減免

加算 

 1 回（泊）当たり 1,250 円 

 （産婦 1 人当たり乳児 1 人の出産につき

5 回（泊）を上限とする。） 

 ※(5)について、産後ケア事業で提供さ

れる食事代は産婦の自己負担とし、補助

対象外とする。 

（６）支援の必要性の高い利用者の受け入

れ加算 

１人あたり日額 3,500 円 

 

2-4 

妊娠・出産包括

支援緊急整備事

業 

＊注５ 

産前・産後サポート事業分 

１区市町村当たり 1,620,000 円 

産後ケア事業分 

１区市町村当たり 3,780,000 円 

 １／２ 

2-5 

こども家庭セン
ター（旧子育て
世代包括支援セ

ン タ ー 機 能 部
分）開設準備事
業 

＊注５ 

１区市町村当たり 1,850,250 円 

          

１／２ 

2-6 

産婦健康診査事

業 

 ＊注６ 

（１）産後ケア事業を実施しない場合 

5,000 円×実施回数 

（対象者 1 人につき 2 回を限度とする。） 

 

（２）産後ケア事業を実施する場合 

2,500 円×実施回数 

（対象者 1 人につき 2 回を限度とする。） 

 

１／２ 

 

2-7 

バースデーサポ

ート 

 

（１）家事・育児パッケージ配布 

①家事・育児パッケージ費用 

ア 令和５年３月 31 日までに出生した児 

（ア）第１子 

 1 件当たり 10,000 円 

（イ）第２子 

 １件当たり 20,000 円 

（ウ）第３子以降 

 １件当たり 30,000 円 

イ 令和５年４月１日以降出生した児  

（ア）第１子 

 1 件当たり 60,000 円 

（イ）第２子 

 １件当たり 70,000 円 

事業実施にかか

る次の経費 

＊注１ 

（１）①、 

（２）① 

需用費、役務費、

委託料等 

 

（１）②、 

（２）② 

報酬、給料、報償

費、職員手当等、

共済費、旅費、役
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（ウ）第３子以降 

 １件当たり 80,000 円 

②事務費及び送料 

 以下ア及びイの合計 

ア １自治体当たり 4,950,000 円 

イ １件当たり 2,200 円 

 

（２）バースデー交流会 

①謝礼品費用 

１人当たり 2,000 円 

②事務費及び送料 

 以下ア及びイの合計 

ア １自治体当たり 1,650,000 円 

イ １件当たり 1,100 円 

③開催費用 

55,400 円×実施月数 

 

 

 

務費、委託料等 

 

（２）③ 

事業の実施に必

要な経費 

＊注１ 

 2-8 

産後家事・育児

支援事業 

 

家事育児サポーター派遣 

1 世帯当たり 1 時間 2,700 円 

※利用上限 

① 第１子 

・0 歳   60 時間 

・1、2 歳  20 時間 

② 多子 

 ・0 歳かつ兄・姉 3 歳未満 180 時間 

・0 歳かつ兄・姉 3 歳以上 20 時間 

・1、2 歳         20 時間 

 

事業の実施に必

要な経費 

＊注１ 
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 2-9 

多胎児家庭支援

事業 

 

 

 

 

 

（１）移動経費補助 

1 世帯当たり 24,000 円 

 

（２）多胎児家庭サポーター事業 

1 世帯当たり 1 時間 2,700 円 

※利用上限 

①1 歳未満 240 時間 

②1 歳以上 2 歳未満 180 時間 

③2 歳以上 3 歳未満 120 時間 

 

（３）多胎ピアサポート 

1 区市町村当たり 1 月 104,100 円 

 

（４）多胎妊婦健康診査加算 

多胎妊婦一人につき 2,500 円×５回（限度） 

事業実施にかか

る次の経費 

＊注１ 

（１） 

需用費、役務費、

委託料、使用料

及賃借料等 

 

（２） 

報酬、給料、報償

費、職員手当等、

共済費、旅費、委

託料等 

 

（３） 

事業の実施に必

要な経費 

 

（１）、（２）

及び（３） 
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（４） 

１／２ 



（４） 

委託料、負担金

補助及交付金、

扶助費 

2-10 

人材育成 

1 区市町村当たり 5,460,000 円 事業の実施に必

要な経費 

＊注１ 

10／10 

＊注１ 従来より区市町村保健センター等で勤務している保健師等が従事する場合など、人件費が

地方財政措置や、他の交付金や補助金等から交付されている場合については対象としない。 

＊注２ 「子ども・子育て支援法」（平成２４年法律第６５号）に基づく利用者支援事業のこども家庭

センター型として実施した場合に補助する。 

＊注３ 算定単位数の算出における専門職は、月１６日以上勤務する者に限る。兼任の場合は、

本事業に従事する比率により按分する。 

＊注４  国事業の対象経費として人件費を計上する職員は除く。 
＊注５ 国の「母子保健医療対策総合支援事業実施要綱」に基づき実施した場合に補助する。 

＊注６ 「とうきょうママパパ応援事業実施要綱」に基づく産婦健康診査事業として実施した場合

に補助する。 


